


 
は じ め に 

 毎年、全国各地で土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害が頻発し、人命財 

産に多大の被害を与えています。 

 近年では、自然災害による死者、行方不明者のうち、土砂災害によるものが2/3 

近くを占めており、対策工事や警戒避難の整備の促進が急がれています。 

 昭和57年は、特に土砂災害の多発した年であり、昭和57年7月豪雨、台風10号 

13号、18号、19号等により、各地で土砂災害が発生し､337人にのぼる人命が失わ 

れたほか、家屋、公共施設等にも甚大な被害を蒙っています。 

 土砂災害防止のためには、対策工事や警戒避難体制の整備および住民に対する 

啓蒙等の幅広い対策が必要でありますが、このためには、土砂移動現象等の理論 

的研究のほか、災害実態の把握と分析が重要であると思われます。 

 このため、当財団では、事業の一環として、土砂災害調査研究会を設け、全国 

で発生する土砂災害に関する資料を収集整理し、その実態を分析するとともに、 

関係資料を一元的に保存し、その利用を便ならしめることを企画したものであり 

ます。 

 当資料集はその第1号として、昭和57年の土砂災害の実態をとりまとめたもの 

でありますが、土砂災害対策の一助になり得れば幸いです。 

 最後に、この資料集をまとめるにあたり、ご協力を頂いた委員各位および、資 

料のご提供を頂いた建設省、都道府県ならびに関係各位に対し深謝の意を表する 

次第です。 

昭和58年5月 

財団法人 砂防・地すべり技術センター 
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第1章 土砂災害の概要 
  
昭和57年は土砂災害の多発した年であった。と 

くに、昭和57年7月豪雨、台風10号、13号、18号、 

19号等により、各地で土石流、がけ崩れ、地すべ 

りが発生し、多数の人命が失なわれたほか､家屋･ 

公共施設等も甚大な被害を受けた。ここ数年、自 

然災害による死者数は減少傾向にあったが､本年は 

500名を超え､昭和47年以来の最悪の記録となった。 

(建設省砂防部調) 

 (図1.1 )自然災害による原因別死者・行方不明者数(昭和42～57年) 

被   害   状  況 
 
気  象 

土地災害 
種  類 

発生 
件数 死者・行  

方不明者  
負傷者 全 壊 半 壊 一部破損 

主 な 被 災 地 備 考 

融雪 
凍解 

1～5 月 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

－ 
5 
11 
16 

－ 
0 
0 
0 

－     
1      
0      
1      

－ 
1 
1 
2 

－ 
0 
0 
0 

－ 
2 
1 
3 

北海道 
新潟､山形 

 

降雨 1～5 月 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

－ 
60 
2 
62 

－ 
2 
0 
2 

－ 
2 
0 
2 

－ 
0 
1 
1 

－ 
5 
0 
5 

－ 
24 
1 
25 

青森 
山形､茨城 

 

梅雨 6～7 月 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

105 
794 
50 
949 

125 
134 
0 
259 

46 
102 
0 
148 

157 
243 
  9 
409 

165 
269 
  6 
440 

104 
649 
 50 
803 

長崎､熊本､富山 
長崎､熊本､広島､佐賀､大分 
長崎､熊本､和歌山､広島､沖縄  

降雨 
8 月～ 
12 月 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

11 
117 
4 
132 

2 
2 
0 
4 

1 
12 
0 
13 

 3 
26 
0 
29 

 2 
15 
0 
17 

  3 
100 
 3 
106 

広島､宮崎 
岡山 
秋田 

台風 11 号
及び台風
13 号 

台風 
10 号 

8/1～8/6 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

118 
182 
35 
335 

21 
32 
0 
53 

12 
22 
  0 
34 

58 
61 
8 
127 

66 
50 
19 
135 

70 
100 
46 
216 

三重､静岡､大阪､長野､山梨 
三重､静岡､群馬､大阪､奈良 
静岡､和歌山､京都､大阪､愛知  

台風
13 号 

8/26～ 
8/27 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

－ 
20 
14 
34 

－ 
0 
0 
0 

－ 
2 
0 
2 

－ 
4 
0 
4 

－ 
3 
1 
4 

－ 
13 
13 
26 

大分 
徳島 

台風 11 号 
分と合せ 
て 8～12 
月に記入 

台風 
18 号 

9/11～ 
9/14 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

57 
363 
24 
444 

4 
13 
0 
17 

4 
34 
0 
38 

14 
58 
3 
75 

23 
56 
2 
81 

42 
208 
10 
260 

静岡 
神奈川､静岡､福島､千葉 
千葉､長野､新潟  

台風 
19 号 

9/25 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

2 
25 
5 
32 

－ 
2 
0 
2 

－ 
3 
0 
3 

－ 
4 
0 
4 

－ 
1 
0 
1 

2 
18 
7 
27 

徳島 
大分 
徳島  

そ  の  他 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
小  計 

－ 
1 
2 
3  

－ 
0 
0 
0 

－ 
0 
0 
0                   

－ 
      0 
     1 
1 

－ 
0 
0 
0 

－ 
0 
0 
0 

北海道 
北海道､栃木  

浦河沖 
地震 3/21 

計 

土 石 流 
急 傾 斜 
地すべり 
合  計 

293 
1567 
147 
2007 

152 
185 
0 
337 

63 
178 
0 
241 

232 
397 
23 
652 

256 
399 
28 
683 

221 
1114 
131 
1466 

 

長崎､熊本､神奈川､静岡 

 

（表 1.1）昭和 57 年気象別土砂災害発生状況 
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第 2 章  土砂災害をもたらした気象 

2.1 昭和57年7月豪雨（昭和57年7月23日～25日） 

(1)気象概況 

 6月～7月上旬までは記録的な少雨であった九

州地方も7月10日過ぎから断続的な降雨があり、

長崎海洋気象台の観測では20日までに約600㎜の

降雨があった。7月22日未明、楊子江下流付近に

発生した低気圧は発達しながら東進し､それに伴

って梅雨前線が北上した。 23日21時の天気図に

よると、前線は長崎県南部を横断しており、この

前線に強い湿舌が流入したことが今回の記録的

な豪雨をもたらす主因となった。 

（図2.１）天気図

 

(2)降雨状況と土砂災害発生時刻 

 7月23日0時から25日6時までの総降雨量は長 

崎市、島原半島などで600㎜を超えた。とくに、長 

崎市では､この約1/2にあたる315mmの降雨が23日19 

時から22時までのわずか3時間に集中し、土砂災 

害発生件数もこの時間帯に多くなっている。 

（図2.2）総雨量分布図

 

上段 :昭和57年7月豪雨の記録 
下段 :統計開始年～昭和55年の問の記録 (長崎海洋気象台) 

（図2.4）過去の降雨との比較

 

(3)過去の降雨記録との比較 

 過去の記録と比較してみると、今回の豪雨のす

さまじさが明らかになる。長崎県西彼杵郡長与町

役場の雨量計は、7月23日19時から20時までの１ 

時間に187㎜というわが国気象観測史上最大の時間 

雨量を記録した。そのほか、長崎海洋気象台でも

日雨量、１時間雨量では気象台はじまって以来の

観測値となった。 

 

（図2.3） 降雨量と土砂災害発生件数 （長崎市） 
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2.2 台風10号(昭和57年7月31日～8月3日) 

(1)気象概況 

 台風10号は7月24日3時ごろ南鳥島の南南東約 

1,000km海上で発生し、その後勢力を強めながら北 

西から北へ進路をとり、8月2日0時ごろ愛知県 

渥美半島西部に上陸した。 

 この間、台風の接近に伴って関東地方から紀伊 

半島にかけての太平洋岸を中心に大雨が降り台風 

上陸後は東北、北海道まで雨域が広がった。 

（図2.5）台風10号の経路図と天気図 

 

(2)降雨状況と土砂災害発生時刻 

 7月31日から8月3日にかけての各地の総雨量 

をみると、奈良県の日出岳で1,000㎜を超えたのを 

はじめ､三重県､静岡県､山梨県などでも600㎜以上

の降雨があった。三重県内の土砂災害発生時刻と

降雨量(観測所 尾鷲)との関係を示したのが図2.7 

である。 

 土石流は発生件数の8割以上が8月1日の20時 

から22時に集中し、一方がけ崩れは1日4時ごろ 

から発生しはじめ、5割程度が19時から22時まで 

の3時間に起っており、土石流に比べると発生時 

刻が早く、ばらつきも大きくなっている。 

（図2.7）降雨量と土砂災害発生 (図2.6)  総雨量分布図 
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2 .3  台風18号(昭和57年9月10日～13日)                (2)降雨状況と土砂災害発生時刻 

(1)気象概況                             9月10日から13日にかけての各地の総雨量をみ 

 台風18号は、9月6日9時ごろグアム島の西南西          ると大島(東京都)で730mmを記録したのをはじめ、 

約160kmの海上で発生し、その後勢力を強めなが          静岡県、山梨県で600mmを超える降雨があった。 

ら北上し、12日18時ごろ静岡県御前崎付近に上陸            静岡県内の土砂災害発生時刻と降雨量(観測所 

した。                             静岡) との関係を示したのが図2.10である。 

 この間、雨域は関東、東海から近畿地方へ広が            土石流、がけ崩れとも9月12日の16時から18時 

り、12日には東北南部、北陸、中部を含む広い範          に発生件数の8割以上が集中している。 

囲で大雨が降った。 

 

(図2 . 8 )  台風18号の経路図と天気図 

（図2 .9） 総雨量分布図 

（図2 . 1 0） 降雨量と土砂災害発生 



(1)昭和57年7月豪雨 

  昭和57年7月豪雨による各地の土砂災害分布は 

図3.1に示す通りであり、これまで土砂災害の比較 

的少なかった長崎市を中心とした大きな被害が特 

色づけられ、このほか九州各県や中国・四国地方 

においても災害を発生した。 

第3章 土砂災害の実態 

3.1 土砂災害の分布 

（図3.1）昭和57年7月豪雨による土砂災害発生分布    

土石流発生件数(103箇所) 

死者、行方不明者数(125人)

がけ崩れ発生件数(794箇所) 

地すべり発生件数(44箇所) 

死者、行方不明者数(134人) 

5 
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(2)台風10号 

 台風10号による土砂災害分布は、図3.2に示す通 

りであり、近畿地方では大阪府、奈良県、和歌山 

県、三重県、中部地方では静岡県、山梨県、群馬 

県、長野県と広範囲に及び、特に三重県では土石 

流、がけ崩れが多発し、多数の人命が失なわれた。 

土石流発生件数(118箇所) 

死者･行方不明者数(21人) 

がけ崩れ発生件数(182箇所) 

死者･行方不明者数(32人) 

地すベり発生件数(35箇所) 

（図3.2）台風10号による土砂災害発生分布 



�7�

(3)台風18号 

  台風18号による土砂災害分布は､図3.3に示す通 

 りで、雨は台風進路の東側で強く降り、静岡県、 

 神奈川県、山梨県、群馬県、栃木県、福島県で多 

 くの土砂災害が発生した。特に静岡県と神奈川県 

 では土石流、がけ崩れが多発し、多数の人命が失 

 なわれた。 

土石流発生件数(57箇所) 

死者･行方不明者数(4人) 

がけ崩れ発生件数(363箇所) 

死者･方不明者数（13人） 

地すベり発生件数(24箇所) 

（図3.3）台風18号による土砂災害発生分布 
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               昭和 5 7 年 7 月豪雨       
                           

              

3.2  土砂災害の特徴                    難であること、土石流やがけ崩れの現象がおこっ 

（1）被害の概況                     ている時間が短かく充分な実態調査・研究ができ 

 気象別土砂災害（昭和57年7月豪雨､台風10号、       づらく学問的にもその解明が遅れていること、加 

台風18号）において全災害に占める土砂災害の割       えて土塊の移動速度が早く破壊力が大きいため人 

合は、死者行方不明の数においても、また、全半       家を簡単に破壊し、また住民の避難が難しいこと 

壊家屋被害においてもほぼ1/2～
2/3を占めており、       などがあげられる。 

土砂災害による被害が非常に悲惨なことがわかる。      さらに最近の都市化は危険区域への人家の進出 

これらの原因として、土砂災害（特に土石流やが       も今回の長崎災害では大きな被害を発生させた原 

け崩れ）は突発的に発生し、その発生の予知が困       因としてあげられている。 

（図3.4）昭和57年7月豪雨、台風10号、18号による災害別被害 

台風 1 0 号 

台風 1 8 号 

死者及び行方不明者 全壊、流出及び半壊家屋 
全数は警察庁調べ 

は建設土砂災害省 

砂防部調べ 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図3.5より､土砂災害における全壊戸数10戸当り 

の死者・行方不明者数は昭和57年7月豪雨で約6. 

7人､台風10号で約4.2人､台風18号で2.3人と減少し 

ている。長崎災害は人口の集中した都市部での災 

害であり、台風10号、台風18号は農山村部での災 

害であったが、これらの原因として次の様なこと 

が推定される。 

①昭和57年7月豪雨は長崎災害が主体となってぉ 

 り、台風と異なり局地的、突発的で警戒避難が 

 ほとんど因難であったこと。 

②台風10号、台風18号は長崎災害での土砂災害の 

 悲惨さが連日、ＴＶや新聞で報道された直後で 

 あったため土砂災害に対する意識がまだ残って 

 いる間の災害であったこと。 

 

－９－ 

（図3.5）土砂災害による全壊戸数10戸に対する死者行方不明者数 
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(2)長崎災害の特徴 

 長崎災害は「都市化の進展の著しい地域におけ 

る土砂災害」として特徴づけられる。 

 土砂災害のうち土石流による災害は主として八 

郎川水系に集中し、がけ崩れによる災害は比較的 

広い範囲に発生した。 

 また､地すべりによる災害の発生は少なかった。 

 今回、最も被害を受けた長崎市は過去に豪雨に 

よる大災害をほとんど経験していなかったが、ま 

れにみる豪雨に加え、戦後急速に都市化が進み、 

土砂災害の危険性の高い渓流沿いや傾斜地へ宅地 

が進出していったことも、被害を大きくした原因 

とみられる。 

（図3.6）長崎市の市街地の拡大 

(図3.7) 長崎市の人口と住宅数の推移 
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（3）台風 10 号、18 号の特徴 

 台風 10号においては特に三重県、山梨県で大規 

模な土石流が発生し､大きな被害を出した。また、 

がけ崩れは大阪府・奈良県・三重県・神奈川県で 

多発し、多数の人命が失なわれた。 

 台風 18号においては静岡県で土石流、がけ崩れ 

が多発し、神奈川県でも再び多くのがけ崩れが発 

生している。 

 わが国の山間部の集落はその多くが谷底平野面 

上か小さな扇状地（土石流円錐等の沖積錐も含む） 

上に存在している。 

 谷底平野に形成される集落は一般的に本川から 

遠ざかって洪水氾濫をさけた山ぎわに位置する。 

また、この位置は周辺の渓流から流出した土砂に 

よって形成された扇状地形の扇端部にあたる。こ 

れは扇端部が湧水等からの飲料水の確保に有利な 

ことも原因している。 

 また、山ぎわには主要な交通路としての道路が 

整備されることが多く、集落もこの道路に沿って 

発達していく例が多い。 

  一方、土石流や土砂流によって形成された小さ 

な扇状地形は山間地での数少ない平地が得られる 

場所として周辺に比較して高度な土地利用がなさ 

れる例が多い。 

 この様な生活の場は土砂災害の被害をうけやす 

いものであり、このたび三重県等に発生した土石 

流災害は、まさにこの谷底平野上、および小扇状 

地面上に流下した土石流によって発生したものと 

言える。 

 その意味から、台風10号、18号における土砂災 

害は全国の山間地に発生しうる典型的な例と言える。 

 
（図3.8）平野の被災例（三重県。登谷川） 

 
（図3.9）小扇状地の被災例（三重県。不動谷川） 
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3.3 土砂災害の状況 

(1)土石流災害 

①昭和57年7月豪雨による災害例 

   (長崎県長崎市川平町) 

 ｏ溪流名：浦上川水系浦上川支川筒水平川 

 ｏ発生日時：7月23日23時00分 

 ｏ土石流諸元：堆積土砂量    11,000m3 

        土砂氾濫面積    1,000m2 

        最大礫径       5.0m 

 ｏ被害状況：死者行方不明者     33名 

       全壊家屋        17棟 

写真 3－1 筒水平川 

 
写真 3－2 垣内川 

 
写真 3一3 高見沢 

②台風10号による災害例 

  (三重県一志郡嬉野町小原) 

 ｏ溪流名：雲出川水系中村川支川 

      垣内川 

 ｏ発生日時：8月1日20時30分 

 ｏ土石流諸元：堆積土砂量    20,000m3 

        土砂氾濫面積   10,000m2 

        最大礫径       5.0m 

 ｏ被害状況:死者行方不明者      9名 

       負傷者          2名 

       全半壊          7棟 

③台風18号による災害例 

 (静岡県田方郡修善寺町熊坂) 

 ｏ溪流名：狩野川水系山田川 

      支川高見沢 

 ｏ発生日時:9月12日15時40分 

 ｏ土石流諸元： 

   堆積土砂量   14,000m3 

   土砂氾濫面積   9,000m2 

   最大礫径      0.1m 

 ｏ被害状況：負傷者   1名 

       全壊    4棟  
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写真 3－4  出雲一丁目地区 
(2)がけ崩れ災害 

① 昭和57年7月豪雨による災 

  害例(長崎県長崎市出雲町) 

ｏ 地区名：出雲一丁目地区 

ｏ 発生日時：7月23日21時 

ｏ 斜面崩壊概要：高さ 24m 

  幅 40m、勾配 30°､土量 

  600m3 

o  被害状況：死者 2名、全 

  壊 3戸、半壊 2戸 

 

写真 3－5 谷地区 

写真 3－6 和田A地区 

③ 台風18号による災害例（神 

  奈川県三浦市初声町和田） 

ｏ 地区名：和田A地区 

ｏ 発生日時： 9月12日 

        13時20分 

ｏ 斜面崩壊概要：高さ 18m 

  幅 15m、 勾配 45°､土量 

  90m3 

o 被害状況：負傷者 2名、 

  全壊 3戸、一部破損 1戸 

② 台風10号による災害例 

  (奈良県桜井市大字谷) 

ｏ 地区名：谷地区 

ｏ 発生月日： 8月 1日  

ｏ 斜面崩壊概要：高さ 21m 

   幅 30m、勾配 40°､土量 

  500m3   

ｏ 被害状況：死者 2名、負 

  傷者  1 名、全壊 2戸、 

  半壊  1 戸 
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(3)地すべり災害 

①昭和57年7月豪雨による災害例 

  (長崎県長崎市茂木町南河茂木) 

 ｏ地区名：茂木地すべり 

 ｏ発生日時：7月23日9時30分頃 

 ｏ地すべり概要：幅約100m、長さ約200m 

   勾配約30°、土量840,000m2 

   地質緑色片岩、構造流れ盤 

 ｏ被害概要：県道120m破壊 

②台風10号による災害例 

  (奈良県吉野郡西吉野村和田) 

 ｏ地区名：和田地すべり 

 ｏ発生日時：8月4日2時頃及び21時頃 

 ｏ地すべり概要：幅約190m、長さ220m 

   勾配20°、土量600,000m3、地質粘板岩、 

   構造流れ盤 

 ｏ被害概要：家屋全壊6戸、半壊6戸、 

   床上浸水28戸、床下浸水5戸 

写真 3－7  茂木地すべり 

写真 3－8  和田地すべり 

 

写真 3－9  峰村地すべり 

③台風18号による災害例 

  (静岡県榛原郡金谷町峰村) 

 ｏ地区名：峰村地すべり 

 ｏ発生日時：9月12日17時頃 

 ｏ地すべり概要：幅約35m×3ケ所 

  長さ約40m×3ケ所 

  勾配 25° 

  土量 7,300m3 

  地質 泥岩 

ｏ被害概要：家屋全壊2戸 

  一部破損13戸 

  下流床下浸水777戸 



－15－ 

第 4 章 土砂災害の概要 

4.1 土石流による災害とその考察 

4.1.1 長崎災害 

(1)被害状況 

 長崎災害の一つの特徴として、土砂による被害 

が大きかったことがあげられる｡表4.1は原因別被 

害状況である。これによると、土石流による被災 

者(死者､行方不明者)は125名で全被災者の約40％ 

を占め、がけ崩れによる被災者を合わせると約70 

％が土砂による被災者となっている。被災者数を 

家屋被害 (全壊及び半壊) 1戸当りに換算してみ 

ると、洪水等によるもの約0.12人/戸に対し､土石 

(2)土石流の規模 

 土石流の規模を示す一つの指標として単位流域 

面積当りの流出土砂量をみると、最も土石流発生 

渓流数の多い八郎川水系では､全40渓流(流域面積 

0.473～0.012km2平均0.114km2) の平均値で､約64. 

000m3/km2となっている。 

(3)降雨量と土砂災害 

 累加雨量と発生件数の積算値(どちらも全量に 

（図4.1）累加雨量と土石流の累加発生率 

対する割合）を調べてみると図4.1のようにな  

る。土石流の発生時刻の立ち上がりは、累加雨量 

のそれよりもおそくなっているが、発生率の累加 

速度（グラフでは傾きに相当する）は、降雨量の 

累加速度に比べて急速であり、降雨量あるいは降 

雨強度がある限界値を超えると、一挙に土石流発 

生の危険性が高まることを示しているようである。 

流によるもの約0.40人/戸となり、土石流が突発的 

に発生したために安全に避難することができずに 

被災したことをうかがわせる。 

砂防部調べ 

（表4.1） 原因別被害状況（長崎県） 

災 害 形 態 
死者及び行方不明者 

        (人)  

全壊、流出及び半壊          

家屋       （戸） 

土  石  流 125   316 

地すべり    0   10 

がけくずれ  95   413 

土 砂 に

よる被害 

小    計 220   739 

洪 水 等 に よ る 被 害  79   684 

合    計 299 1,423 
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ぶ）が発生して谷出口付近に一時堆積し、後続流 

で中央部にガリーが形成されたのち比較的粒径の 

大きい土石流（同じく白土石とよぶ）が流出して 

きてこのガリーを埋め戻したことが考えられる。 

 また、扇状地内においても、元の河床堆積物が 

再移動して下流に被害をおよぼしている。 

 図4.4は土石流発生状況をとりまとめたものであ 

る。流出土石流は、赤土石、白土石合計して約8， 

000m3となっている。 

 陣の内地区では、今回の災害により15名の犠牲 

者、及び、全半壊家屋11戸の被害を出した。被災 

原因については、目撃者の証言などから、土石流 

の直撃のほか、土石流発生前の出水、堆積土砂の 

再移動、流木の衝突などさまざまな要因が考えら 

れており、土石流発生機構の複雑さ、それに伴う 

対策工事のむずかしさが新めて認識される。 

 八郎川水系戸石川支川陣の内川は、普賢岳(439 

m)に源とする流路延長1,200m､流域面積0.38km2、 

平均河床勾配1/3.3の土石流危険渓流である。 

 上流域の地質は角閃石安山岩が基岩をなし、林 

相はスギ人工林、広葉樹林が卓越している。下流 

域の扇状地部は､人家､田畑､果樹園となっている。 

 聞き込み調査の結果によると、土石流発生時刻 

は23日22時40分ごろで、23日17時からそれまでの 

累加雨量は450mm以上となっているが､雨量強度の 

ピークからは約2時間遅れて発生している。 

 なお、20時ごろには出水による氾濫があった。 

 堆積構造から判断すると、構成材料の異なる二 

種類の土石流が若干の時間差をもって発生したも 

のと思われる。すなわち、まず、細粒分の多い土 

石流(航空写真では土色に見えるので赤土石とよ 

(4)陣の内地区の土石流

（図4.2）陣の内川位置図 
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（図4.3） 土石流発生状況図（陣の内川） 
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（図4.4）御勅使川流域図 

4.1.2山梨県御勅使川 

 (1)流域概要 

 御勅使川は、山梨県甲府市の西方に 

位置し、古来より幾多の土砂災害が発 

生し、砂防上の重要地域として対策事 

業が進められて来た。 

(2)降雨状況 

 台風10号による降雨は県の西部でと 

くに多く、御勅使川流域では総雨量38 

5.0mm、最大日雨量342.1mm(超過確率 

46年)､最大時間雨量50.0mmに達した。 

 

（図4.5）災害前後の河床横断 

(3)土砂収支 

 芦安砂防ダム上流における崩壊面積は990,100m2 

(崩壊面積率3.1％)､崩壊土砂量は801,800m3(25,470 

m3/km2)、溪床よりの生産土砂量は165,800m3で総 

生産土砂量は967,000m3である。このうち44基の既 

設砂防ダムおよび自然河道によってそれぞれ415， 

900m3､86,000m3が調節され、芦安砂防ダムより下 

流へ流出した土砂量は456,300m3となった。さらに、 

この流出土砂量のうち302,600m3が芦安村芦倉地区 

の本川河道内に堆積し､結局181,500m3が下流扇状 

地流路工区間に流入した。 

 

写真 4-1 西河原橋付近の土砂推積 
(4)被害状況 

 今回の豪雨で災害を受けたのは芦安砂防ダムか 

ら扇状地までの本川沿いの区間である。当区間で 

は、本川内に堆積した土砂により河床が3～8m 

上昇して河積を減少させたため、洪水および土砂 

氾濫により全壊家屋4戸、床下浸水35戸、その他 

県道、橋梁が被害を受けたが、上流砂防ダム群に 

より土石流が抑止、調節されたため下流域での人 

的被害は皆無であった。 
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4.2 がけ崩れによる災害とその考察 

 がけ崩れの崩壊規模および被害に関し、長崎豪雨 

(7月23日～7月24日)により長崎県内で発生した

がけ崩れ計459箇所､台風10号により発生したが

け崩れ168箇所(全国)､台風18号により発生した 

がけ崩れ363箇所(全国)についてまとめた結果を 

表4.2に示す。 

 がけ崩れの平均的規模は100～700m3と他の土砂 

移動現象に比較して小さいが人的被害は大きい。 

(表4.2)  昭和57年7月豪雨。台風10号。18号によるがけ崩れ災害 

＊台風10号の崩壊と保全人家戸数は168個所の資料による。 

(図4.6) 崩壊土量と死者・行方不明者数の関係 

崩     壊 人 的 被 害（人） 家 屋 被 害（戸） 

災 害 名 箇所数 
 
高さ(m) 幅(m) 土量(m3) 

保全人家

戸数(戸) 
死 者 負傷者 計 全 壊 半 壊 一部破損 計 

合計 ― ― 326,251 3,316  73  69 142 186 186 434 806 7 月 豪 雨 

(長崎県内) 

459 

平均 18.5 21.8    710      7 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.9 1.8 

合計 ― ― 68,651  2,188  32  22 54  61  50 100 211 台風 10 号 

(全  国) 

182 

(168)＊  
平均 19.3 18.9    409     13 0.2 0.1 0.3 0.3 0.3 0.6 1.2 

合計 ― ― 38,412  2,335  13  34 47  58  56 208 322 台風 18 号 

(全  国) 

363 

平均 13.9 13.8    106       6 0.04 0.1 0.1 0.2 0.2 0.6 0.9 
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 4.2.1 長崎災害 

○ 場所：長崎市平間町619 

○ 発生日時：7月23日20時（昭和57年7月豪雨） 

○ 斜面崩壊概要：高さ20m、幅80m、勾配36゜、土量3,000m3 

○ 被害概要：死者1名、負傷者1名、全壊2戸、一部被損1戸 

○ 降雨量：連続雨量   157mm 7月23日17時-7月23日20時 

      日雨量   527mm  7月23日9時-7月24日9時 

      最大時間雨量 115mm 7月23日19時-7月23日20時 

                                  （長崎海洋気象台） 

（図4.7）平間町縦断面図        
（図4.8）平間町平面図 

 

写真 4－2（1）平間町地区 

写真 4－2（2）平間町地区 
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4.3 地すべりによる災害とその考察 

4.3.1 和田地すべり(奈良県吉野郡西吉野村和田) 

(1)地形・地質 

 地すべり発生周辺の地形が平均40°の勾配を示 

すのに対し地すべり発生箇所は標高225～275m間 

の約20°前後の緩傾斜な斜面で凸状台地形を呈す  

る。さらに緩斜面と山地斜面の両境には沢地形も発 

達し斜面上部には比較的急勾配の斜面が発達する。 

 地すべり発生前の航空写真の判読によれば当地 

すベり地形の中には2個の地すべりブロックが考 

えられる。下流側の地すべり地形は標高215m付近 

を頭部とし、幅約80m、長さ約60m、凹状馬蹄形、 

上流側も標高225m付近を頭部とする幅約75m、長 

さ約80mの凹状馬蹄形の地形を呈している。これ 

ら地すべり地形は、上流側が第1回目の崩壊範囲 

と下流側が第2回目の崩壊と一致する。さらに航 

空写真判読によれば、当地すべり地を縦断的に斜 

交する形態で2本のリニアメントが認められ、こ 

れらリニアメントは今回滑落した地すべり上下流 

サイドに一致する。(図4.9) 

 

(図4.9 )  地すべり発生前の地形 

 地質は秩父古生層で、チャー卜、シャールスタ 

ィンの薄層を狭在する粘板岩で、N70°Eの走向と 

約20°程度の流れ盤構造をなしている。 

 (2)地すベりの発生と避難状況 

地すベりの直接の原因となった降雨状況は図-4・ 

10のとおりで、幅15cm、長さ130mの地すベり亀裂 

が降雨の終り頃、消防団員等により発見され、現 

地調査の結果、大規模崩壊の前兆現象であるとし 

て、16時15分村長名で避難命令が出された｡第一 

回目の崩壊が4日2時項ごろ発生し、当日、7時 

30分頃、消防団員の再度の崩壊現場上流斜面の調 

査により、地すべり亀裂が確認され、第2回目の 

崩壊の危険があるとして災害対策本部にその状況 

が通報され、8時に避難命令が出され、第2回目の 

崩壊は9時頃発生した｡このように消防団員の精 

力的な斜面調査により地すべり前兆現象が把握さ 

れ、人命災害が回避されたことは、今後の警戒避 

難体制の整備を考える上での一つの教訓となる。 

（図4.10）降雨状況 

(吉野村･和田地区) 
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第5章 施設の効果 
写真 5－1不動谷川 

写真 5－2戸栗川（土石流発生前） 

写真 5－3戸栗川（土石流発生後） 

5.1 砂防施設の効果 

5･1･1三重県一志郡嬉野町 

 溪流名：雲出川水系不動谷川 

 土石流発生：昭和57年7月31日～8月2日 

 原因：台風10号 

  不動谷川に設置されていた2基の砂防ダムは 

 台風10号により発生した土石流を抑制し、下流 

 の保全対象には被害がなかった。 

5･1･2山梨県南巨摩郡南郎町 

 溪流名：富士川水系戸栗川 

 土石流発生：昭和57年8月2日、9月12日 

 原因：台風10号、台風18号 

  戸栗砂防ダム(高さ30m、長さ130m、貯砂量 

 640,000m3)は、台風10号、台風18号により発生 

 した土石流による流出土砂量約300,000m3を捕捉 

 し、下流の保全対象約350戸(約1,500人)を土砂 

 災害から防御した。 
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5.2 急傾斜地崩壊防止施設の効果 

5.2.1 長崎県長崎市宮摺地区 

がけ崩れ発生日時:昭和57年7月23日22時 

斜面崩壊概要：高さ15m、幅10m、勾配40゜、土量100m3 

原因:昭和57年7月豪雨、日雨量527mm、 

   最大時間雨量115mm 

写真 5-4長崎市宮摺地区 

 写真5.4の左側の急傾斜地崩壊防止施設（現場打

のり枠工）の施工区間での斜面は崩壊していない 

が、右側の未施工区間（自然斜面）では崩壊が生じ、 

斜面下部の人家5戸に被害を与えた。 

5.2.2 宮崎県宮崎市長嶺地区 

がけ崩れ発生日時:昭和57年8月13日12時 

斜面崩壊概要：高さ10m、幅20m、勾配30゜、土量300m3 

原因:台風11号、日雨量40mm、最大時間雨量15.8mm 

 高さ約30mの斜面中腹から滑落してきた崩土は 

斜面下部に設置されていたポケットをもった擁壁 

＋落石防止柵により抑止され人家への大きな被害 

はさけられた。 

写真 5-6宮崎市長嶺地区 写真 5-5宮崎市長嶺地区 
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5.3地すべり防止施設の効果 

5.3.1 新潟県新井市よしお沢地 

すべり 

地すべり発生：昭和57年 

         2月23日 

 地すべり拡大：昭和57年 

         4月30日 

 地すべり概要：幅  150m 

        長さ 80m 

        土量 6,000m3 

 よしお沢地すべり地区はわが 

国有数の第三紀層地すべり多発 

地帯の中に存在する。 

 地すべり防止施設のある②ブ 

ロック地区は過去に著しい地す 

べり現象がみられたが、現在は 

ほとんどみられない。 

 地すべり防止施設のなかった 

①、③ブロック地区は昭和53年、

57年に融雪により著しい地すべ 

り現象がみられ、現在、地すべ 

り対策事業を実施している。 

写真 5.7よしお沢地すべり 

（図5.1）よしお沢地すべり平面図 
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第6章 警戒避難体制の実態 

6.1 長崎災害における警戒避難の実態 

 長崎災害ではシステム的な警戒避難は行われていない。しかし災 

害後、京都大学防災研究所の今本博健教授らによって行われた長崎 

市(一部飯盛町を含む)及び諫早市におけるアンケート調査結果から 

は土砂災害に対するソフト面での今後の対応策を進める上で参考と 

なる点が多い。 

(1) 被災状況と住民への情報周知 

 図－6･1 土砂災害地では全半壊を受けた割合が大きい。 

 図－6･2 大雨警報を知っていた人は殆どテレビ･ラジオ等を通し 

てであり、多くは災害発生の1時間以上前から知っていながら殆ど 

その内容を詳しく理解していない。 

 図－6･3 警報を入手しても反応は少なく、災害への備え及び避難 

時期は警報を入手しなかった人と大差がない。従って気象警報はあ 

まり有効に利用されたとはいえないが、役所や知人等から入手した 

9人中6人が何らかの備えをし、2人の避難者は災害発生前に避難  

したという。 

(2) 避難の実態 

 図－6･4 土砂災害地では、半数の避難者のうち、65％が災害発生 

後で避難したものである。避難しなかった理由には「避難しようと 

した時にはすでに機会を逸していた｣｢いざという時には二階に避難 

すればよいと思っていた｣｢どこへ避難してよいかわからなかった｣ 

など実際には避難すべきであったと考えたものが多数含まれている。 

 避難の動機は自らの判断が殆どであり、また大雨の中で避難して 

いるため、土砂災害地で87％の人が避難時に危険を感じている。 

 昭和32年に大災害を受けた諫早市では、今回浸水が主であったも 

のの調査対象の85％が被災しており、68％が避難している。 

 図－6･5 諫早市では、避難命令の伝達がよく、しかもその経路は 

役所関係が72％と多い。ただし事前に避難した人は自主避難者で42 

％あるのに対し、指示避難者では25％と低い。 

 避難先は、親せき・知人の家が60％あり、避難先までの距離は、 

500m以下、所要時間は10分以下が共に80％強と圧倒的に多い。 

(3) 長崎災害からの教訓 

 ① 急激な豪雨に対する予測方法を検討しなければならない。 

 ② 避難地・避難経路等を日頃から周知徹底しておかなければな 

  らない。 

 ③ 情報・命令の伝達はテレビ･ラジオのみでなく、役所・知人 

  関係などから念押しした方がよい。 

 ④ 最終的に自主判断が重要となるため、危険な災害の種類とそ 

  の対応について自ら認識していなければならない。 

 ⑤ 過去の災害の教訓は時と共に風化するため、その対策を講じ 

  ておかなければならない。 

 

（1）地域別被災状況  

長崎市全域  

浸水災害地  

土砂災害地  

（2）過去の水害経験別被災状況  

未経験者  

浸水災害  
  経験者  

土砂災害  

経験者  

図-6･1  被 災 状 況 

（1）大雨警報の発表  

長崎市全域  

長崎市全域  

（2）入手経路  

長崎市全域  

（3）入手時期  

（4）内容の周知  

長崎市全域  

図-6･2  気 象 警 報 の 伝 達 状 況 

（1）大雨警報入手時の対応  

長崎市全域  

大雨警報  
未入手者  

大雨警報  

入手者  

（2）災害への備え  

（3）避難時期  

大雨警報  

未入手者  

大雨警報  

入手者  

図-6･3    気 象 警 報 の 有 効 性 

（1）地域別避難行動  

長崎市全域  

土砂災害地  

（2）避難しなかった理由

長崎市全域  

（3）自主避難の動機  

長崎市全域  

図-6･4  避 難 状 況 

（1）避難命令の発令  

諫早市全域  

（2）伝達経路  

（3）内容の周知  

避難命令  

入手者  

避難命合  

入手者  

（4）避難時期  

指示避難者  

自主避難者  

図-6･5 諫早市における避難命令の伝達状況と有効性 
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6.2 台風10号時の警戒避難の実態 

  (三重県一志郡美杉村の例) 

 三重県美杉村では、台風10号により、土石流危 

険溪流164溪流のうち、雲出川流域の特に22溪流で 

土石流(土砂流を含む)による被害が発生したが、

昭和34年の伊勢湾台風の教訓が生かされた既存の 

警戒避難体制が有効に機能して、土石流による全 

半壊家屋22戸という被害を受けながらも一人の死 

者も出なかった。土石流危険箇所、避難場所が事 

前に周知され、避難訓練も実施されていた。 

（表6.1）警戒避難状況 

警戒避難段階 伝達時刻 主   体 伝 達 手 段 摘     要 

 

大雨洪水警報 

災害対策本部設置 

第一次避難命令 

   

 

第二次避難命令 

暴風雨洪水波浪警報 

第三次避難命令 

第一次配備体制発令 

第二次配備体制発令 

土石流発生 

8月1日 

12 : 45 

13 : 00 

15 : 00 

 

 

16 : 30 

16 : 45 

17 : 13 

〃 

19 : 16 

20～22時 

 

気 象 台 

役  場 

対策本部、支部

 

 

〃 

気 象 台 

対策本部、支部

〃 

〃 

 

 

 

有線一斉放送、行 

政防災無線、各支 

部消防車 

〃 

 

〃 

 

 

自主防災組織と連絡 

「雨量観測の結果､降雨状況が異常であるの

で、住居裏のがけ崩れ及び河川の氾濫につ 

いて充分注意するよう」 

                 〃                               

 

1838人が57ヶ所に避難 

本部・支部に関係職員及び消防団幹部配置 

職員増員、消防団員全員出動 

 

  

（図6.7）避難場所別割合 

（図6.8）避難状況図 

写真 6－1 土石流による被害 

（図6.6）降雨と警戒避難 



 

第7章まとめ 

 昭和57年に発生した主な土砂災害について現象 

面から時系列的にその実態を整理してみた。その 

結果､土砂害の実態は､以下のようにまとめられる。 

① 昭和57年は、長崎を始め各地で豪雨があり、 

  特に長崎県西彼杵郡長与町役場の雨量計は7 

 月23日19時から20時の1時間に187mmというわが 

 国気象観測史上最大の時間雨量を記録している。 

② 土砂災害による死者・行方不明者の数は過去 

  10年間では最大の数(337名)を記録した。 

③ 昭和57年の土砂災害はいくつかの県をのぞい 

  て広い範囲で発生しており、全国的に土砂災 

 害の多発した年となっている。 

④ 土砂災害が長崎市のような都市部での人口集 

  中地区でも､また山間部の集落でも発生している。 

⑤ 土砂災害の特徴としては土石流およびがけ崩 

  れによる災害が特に目立っているが、山梨県 

   御勅使川の例のように河床が一洪水で3～8m 

 も上昇し、河道がなくなってしまうという災害 

 や、奈良県吉野村に発生した和田地すべりのよ 

 うに60万m3という大規模の地すべりも発生して 

 いて、現象的に様々な土砂災害が頻発した。 

⑥ 一方では、砂防施設、地すべり防止施設や急 

  傾斜崩壊防止施設が施工されているところで 

 は、土砂の移動現象が生じながらも被害は生じ 

 ていないところも多くみうけられ、砂防事業、 

 地すべり対策事業や急傾斜地崩壊対策事業等の 

 重要性がうかがわれる。 

⑦ 今回の災害で人的被害が多かった理由の一つ 

  には土砂災害に対する認識が低く、避難等の 

 体制が不十分であったことが考えられる。 

  降雨という誘因からみると昭和57年の土砂災 

 害については、まずがけ崩れが発生し、ついで 

 降雨の時間雨量ピーク付近で土石流が発生して 

 いる。一方、地すべりは降雨のピークがすぎて 

 から発生していて、ピークのずれは長い場合1 

 日以上もある例があった。 

 本資料集をとりまとめるに当って使用した文献・写真等は次のとおりであり、御提供下さった方々に感謝の意 

を表します。 

○ 参考文献・資料 

 1） 災害時気象速報 

   昭和57年7月23日から25日にかけての梅雨前線による長崎県の大雨［昭和57年7月豪雨］： 

   昭和57年7月30日、長崎海洋気象台 

 2） 災害時気象速報 

   昭和57年7月31日から8月3日にかけての台風10号と梅雨前線及び低気圧による大雨と暴風： 

   昭和57年8月13日、気象庁予報部  

 3） 災害時気象速報 

   昭和57年9月10日から9月13日にかけての台風18号と前線による大雨と暴風： 

   昭和57年9月24日、気象庁予報部 

 4） 緊急事業要求書（長崎県、三重県、静岡県） 

 5） 7・23長崎大水害誌：長崎県土木部 

 6） 昭和57年台風10号時における御勅使川の土砂流出概況：昭和58年1月、山梨県砂防課 

 7） 和田地すべりの概要：昭和57年11月、奈良県五条土木事務所 

 8） 茂木地区緊急地すべり防止対策報告書：昭和57年度、長崎県長崎土木事務所 

 9） 水害時の情報伝達と避難行動について―昭和57・7長崎水害の実態調査による検討―： 

   第19回自然災害科学シンポジウム1982,11，京都大学防災研究所 今本博健 

○ 写真等提供 

   新潟県、山梨県、神奈川県、静岡県、三重県、奈良県、長崎県、宮崎県、三重県美杉村 
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